
ふるさと融資(地域総合整備資金貸付制度)の概要

ふるさと融資は、地域振興に資する民間事業活動等支援し、活力と魅力ある地域づくりを推進する

ため、地域総合整備財団(ふるさと財団)の支援を得て、民間金融機関等と協調して、民間事業者等に

対して行う無利子の融資制度です。

１ 貸付対象事業(次のすべてに該当する事業)

（貸付手続の概要）

→ふるさと財団との相談・調整

→委員会の貸付適格の審査制度

←事前協議書類の提出指示

→委員会の事業計画策定の審査

→財団への総合的調査検討の事前協

議

←財団によるヒヤリング等の実施

↓

←調査検討結果の内示

→予算案の決定(委員会へ付議)

←借入申込書等の提出提示

→財団への総合的調査検討の依頼

←財団の総合的調査検討の決定

←調査検討結果の正式通知

←補正予算の議決

←貸付決定通知書の送付

→協調融資の実行等

民間能力活用事業計画に位置づけできる事業

で、次のすべてに該当するもの

①公共性・公益性が高いもの

②事業採算性があるが、低収益のもの

③常勤職員を５人以上新規に雇用するもの

④用地取得費以外の事業費が 2,500 万円以上の

もの

⑤用地取得等の契約後５年以内に営業開始する

もの

⑥着工していないもの

⑦その他一定の要件を備えるもの

２ 貸付対象事業者

①株式会社、有限会社、公益法人等の法人で、

②３年以前から、本市に本店、本社等の主たる

事務所があるもの

３ 貸付対象費用

①設備の取得等に係る費用

②試験研究開発費等当該設備の取得等に伴い必

要となる付随費用(人件費、賃借料、保険料、

固定資産税、支払金利、リース料です。)

４ 貸付額・貸付限度額

①貸付額 ３の貸付対象費用に係る借入

総額の 35％以内

②貸付限度額 10.5億円

５ 貸付条件

①利率 無利子

②保証人 民間金融機関等の保証が必要

③償還期間 15年以内(据置期間を含む)

④据置期間 ５年以内

⑤償還方法 元金均等半年賦償還

⑥遅延利息 14％
⑦条件違反等により繰上償還の請求をすること

があります。

６ 貸付けの申込み

①貸付け実行までに相当時間を要しますので、

着工前のなるべく早い時期に手続をするよう

にしてください。

②貸付手続の概要は、右の図のとおりです。

担当課 総合政策部政策推進室政策推進課 （３２－６１１１ 内線２７５３）

借入協議書の提出

事前協議関係書類の提出

借入申込書等の提出

状況報告・保証書・契約書等の提出

貸付金の交付

①（事業完了時）

・事業完了報告書の提出

②（償還期間中毎年度）

・償還状況報告書等の提出

③（法人名等変更時）

・変更届の提出

④（報告請求を受けた時）

・請求された報告の提出
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